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みなさん、「時効」という制度について、どれくらいご存じでし
ょうか。
たとえば、売買代金請求権という権利は、長期間行使せずに放置

すると、消滅・制限されることがあります。これが、各種民事法で
定めている「時効」や「除斥期間」という制度です。
２０１５年版の「時効・権利行使期間」ハンドブックでは、「民事法
の分野では、民法の全面改正とともに、時効制度の見直しが検討さ
れています。民法の骨格が定められた明治の時代から、ビジネスを
取り巻く環境が大きく変わり、情報伝達手段はインターネットが基
本、情報や証拠もデジタル・データで保存する時代になったからで
す」と、民事の時効制度が変わろうとしていることを紹介しました。
その改正民法は、２０１７年にようやく成立し、２０２０年４月から施行

されています。
本稿は、ビジネスの現場で必要と思われる民事の時効制度につい

て、改正ポイントを踏まえつつ、みなさんが手引きとして活用でき
るようにまとめました。
ご活用いただければ幸いです。

［執筆］
ウェール法律事務所所属・弁護士

石 井 逸 郎

■本冊子で用いられている略語

・民…民法 ・商…商法 ・会…会社法 ・労基…労働基準法
・住確…住宅の品質確保の促進等に関する法律
・手…手形法 ・小…小切手法 ・国通…国税通則法
・労組…労働組合法 ・消契法…消費者契約法
・ＰＬ…製造物責任法 ※根拠条文の①や②などは項、ⅠやⅡなどは号を示す



「時効」という言葉を聞くと、多くの人は
刑事事件を思い浮かべるかも知れません。
２０１０年の刑事訴訟法の改正により、人を死
亡させ、死刑にあたる罪に限り、公訴時効が
廃止されました（ただし、それ以外の犯罪で
は、所定の期間を過ぎれば「時効」となりま
す）。
公訴権とは、犯罪者に対して刑罰を与える

べく、検察官が起訴する権限のことですが、
これを所定の期間内に行使しなければ、その
権利が消滅するという制度のことを公訴時効
といいます。
公訴時効は、もともとは長く犯人が見つか

らない事件について、捜査機関をいつまでも
それに関わらせるのは不合理であるうえ、時
間が経つと的確な証拠も収集できなくなるこ
となどを考慮して設けられた制度です。
しかし今日では、ＤＮＡ技術の活用や防犯

ビデオなど証拠の収集・保存に関する科学技
術が進んだことに加え、遺族の心情なども考
慮され、このような改正が行なわれました。
この公訴時効の見直しと同様に民事の時効

制度も見直され、2020年４月からは新しい時
効制度が施行されています。

民事上の「権利」は
行使しないと消滅することがある

民事の時効については、「取得時効」と「消
滅時効」に大別して考えることができます。
「取得時効」とは、所定の期間を過ぎれば、
民事上のある権利を取得できるという制度
で、典型的な例が、他人の物であっても２０年
間自分のものとして「占有」を続けていれば、
所有権の取得時効が成立するという制度です
（民法１６２条１項）。

ただ、「取得時効」という言葉は、自分の
権利になる側からの表現であって、逆に、そ
れまで権利者であった人の側からすれば、自
分の権利が消滅してしまうということにほか
なりません。
このように、逆に所定の期間を過ぎると、

権利が消滅してしまうのが「消滅時効」です。
ではなぜ、権利が消滅する法的制度を設け

る必要があるのでしょうか。
理由の１つは、法的安定性です。「本来は

所有者でない人が、土地の所有者として長期
間、その土地を使い続けているとするなら
ば、そのような外形的事実を第三者も信頼し
ているであろうから、そのような外形的事実
そのものを権利関係として認めることが法的
安定にかなう」あるいは「何らかの債務が存
在しても、長期間債権者が請求しないなら
ば、もう請求してこないだろうという期待を
債務者は抱くであろうから、そのような期待
そのものを保護すべきだ」という発想です。
２つには「権利の上に眠れる者は保護に値

しない」、つまり、権利を長期間行使せず放
置する真実の権利者も悪い、逆に「長期間、
債務者に契約書等証拠を保全させ続けるのも
酷だ」（証拠保全のリスクの救済）という、
反対側からの発想です。
とりわけ、証拠保全のリスクの救済を趣旨

として、消滅時効とは別に設けられたのが「除
斥期間」です。消滅時効の一種ですが、若干
性質の異なる部分があります。
今回の民法改正で時効制度が大きく変わり

ましたが、時効制度のなかでも特に変わった
のはこの「消滅時効」制度の部分です。
では、各種民事法が定める権利行使期間（取

得時効、消滅時効・除斥期間）について、具
体的にみていきましょう。

「時効」とは何か
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ある権利を取得したり、反対に権利が消滅
する時効が成立するには、それぞれの事案に
応じて、一定の要件が設けられています。
たとえば、「取得時効」は、他人の物や財

産権を一定期間継続して占有することで生じ
る権利ですが、図表１のように時効の起算点
や必要な期間が定められています。
ただし、時効によって権利を得る人がいる

半面、それを失う人が生まれるわけですか
ら、法は真実の権利者に対して、その進行を
止める制度を与えています。
具体的にいうと、権利者が何らかの行動を

起こしたり、債務者が権利の存在を承認した
りした場合に、時効の成立が阻止されるとい
う制度です。

旧民法では、これを「時効の中断」（旧民
法１４７条）といったのですが、新民法ではこ
れを「完成猶予」と「更新」という新たな概
念に変えて整理しました。
時効の更新とは、時効期間がいったんリセ

ットされ、新たに時効期間が進行し始めるこ
とです。
時効の完成を猶予させる事由として、①裁

判上の請求、②支払督促、③裁判上の和解・
民事調停等、④破産手続き、⑤強制執行、⑥
仮差押え、⑦催告（債権者が債務者に対して
債務の履行を請求する意思の通知）等が提示
されています。
このうち、①から⑤の場合は、確定判決ま

たは確定判決と同一の効力を有するものによ

時効の成立要件と
留意すべきポイント

図表１ 取得時効の成立要件
種類 項目 起算点および期間 根拠条文

取
得
時
効

所有権

・占有開始から２０年
（所有の意思をもって、平穏・公然に占有している場合）
・占有開始から１０年
（所有の意思をもって、平穏・公然に占有し、占有を善
意・無過失で開始した場合）

民１６２①

民１６２②

所有権以外の財産権

・行使開始から２０年
（自己のためにする意思をもって、平穏・公然に行使し
ている場合）

・行使開始から１０年
（自己のためにする意思をもって、平穏・公然に行使し、
行使を善意・無過失で開始した場合）

民１６３

・地役権

継続的に行使され、かつ外形上認識することができるも
のに認められる
・通行地役権につき、自己が通路を開設したものでなけれ
ば（通路を利用していただけでは）時効取得は認められ
ないとされる（最判昭３０・１２・２６）

民２８３

・不動産賃借権

継続的に行使され、かつ外形上認識することができるも
のに認められる
・借地権の事例について、土地の継続的な用益という外形
的事実が存在し、かつ、それが賃借の意思に基づくこと
が客観的に表現されているということから、時効取得が
認容される（最判昭４３・１０・８）

民１６３
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って権利が確定したとき、あるいは⑤はその
手続きの終了をもって時効の更新事由としま
した。「権利の承認」も時効の更新事由とな
ります（民法１５２条）。
⑥や⑦は、６か月間に限り時効の完成が猶

予されるに過ぎません。そして新たに、書面
での当該権利についての協議を行なう旨の合
意による時効の完成猶予制度が設けられまし
た（民法１５１条）。
いったん、時効が更新されたからといっ

て、これで永久に権利が存続するわけではな
く、その更新以降に改めて当初と同じ期間が
進行すれば時効が完成することになること
（民法１４７条２項、１４８条２項）や、時効期間
が満了したときでも、当事者が「時効の援用」
の意思表示、すなわち時効によって権利を取
得したとか、消滅したといった主張を意思表
示しなければ、時効の利益を受けることはで
きないことは新民法でも同じです（民法１４５
条）。

●除斥期間の場合
除斥期間も消滅時効と同じような趣旨で定

められた制度ですが、こちらにはその「更新」
はありません。つまり、その期間内に権利を
行使しなければ、権利が完全に消滅してしま
います。
また、権利消滅の利益を享受するための「援

用」は不要とされています。
期間の起算点も、権利を行使し得る時点で

はなく、権利の発生したときとされています。
この違いは明確にしておくべきことですの

で、６㌻以降の「権利行使期間一覧①～③」
の表中では除斥期間に当たるものに「☆」印
を設けて区別しておきました。

民法改正のポイント
～短期の消滅時効制度の廃止～

旧民法では、消滅時効期間が１年、２年、
３年などと、その権利行使期間が極めて短期

のものがありました。たとえば、６㌻「権利
行使期間一覧①」にあるとおり、商品の売買
代金債権は原則として２年で消滅時効が成立
し（旧民法１７３条１号）、工事請負代金債権は
３年とされていました（旧民法１７０条２号）。
しかしながら新民法では、図表２のとお

り、原則として、①権利を行使できることを
知った時（主観的起算点といいます）から５
年間行使しないとき、または、②権利を行使
できる時（客観的起算点といいます）から１０
年間行使しないときのいずれか早い時に時効
により権利は消滅することに統一されました
（民法１６６条１項）。
この結果、旧民法の短期消滅時効（権利行

使期間①のうち除斥期間を除いたもの）や商
事消滅時効（旧商法５２２条）は廃止されるこ
ととなりました（ただし、売買や請負の瑕疵
担保請求権について、新民法では、「瑕疵」
ではなく、商品や仕事の内容が契約の内容に
適合しない場合の担保責任という内容に変わ
っていることに注意が必要です。しかし、そ
の除斥期間が1年であることは旧民法と変わ
りません）。
もっとも、２０２０年４月１日より前に、①債

権が生じた場合、または、②その発生原因で
ある法律行為がされた場合には、当該債権の
消滅時効は旧民法により判断されますから
（民法附則（平成２９年６月２日法律４４号）１０
条１項、４項）、権利行使期間①の短期消滅
時効制度が適用されますので、注意が必要で
す。たとえば、２０２０年３月１日の売買契約に
基づく代金債権は、旧民法１７３条１号により
２年の消滅時効となります。
図表２ 債権の時効期間の原則

起算点 時効
期間 備考

原則

知った時から ５年 ・いずれか早いほうの経
過によって時効成立
・職業別の短期消滅時効
はすべて廃止
・商事消滅時効(5年）
も廃止

権利を行使
することが
できる時から

１０年
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図表３ 権利行使期間一覧①

＊旧法については、２０２０年３月末日以前の取引の場合に適用。２０２０年４月以降の取引については図表２の原則を
適用。
＊「売買・請負の契約不適合責任請求権」の除斥期間は新民法でも１年（民５６６）。

種類 項目 起算点および期間 根拠条文

消
滅
時
効
・
除
斥
期
間

☆
印
は
除
斥
期
間

売
買
関
係

① 生産者、卸売商人、小売商人
の売買代金（売掛金） ・代金請求可能時から２年 旧民１７３Ⅰ

② 売主が①以外の商人の場合の
代金請求権 ・代金請求可能時から５年 旧商５２２

③ 売主が①以外で買主が商人の
場合の代金請求権 ・代金請求可能時から５年 旧商５２２

④ 売主・買主ともに非商人の場
合の代金請求権 ・代金請求可能時から１０年 旧民１６７①

⑤ 売主・買主ともに商人の売買
の場合の瑕疵担保請求権

〈売主善意の場合〉
☆買主が瑕疵を知った時から１年
（買主は直ちに目的物を検査して、瑕疵
の存在を売主に通知しなければ瑕疵担保
請求はできない）

☆売買の目的物に直ちに発見できない瑕疵
があった場合は、引渡しから６か月以内
に瑕疵が発見できなければ消滅

〈売主悪意の場合〉
☆買主が瑕疵を知った時から１年

旧商５２６
旧民５６６、５７０

⑥ ⑤以外の売買の場合の瑕疵担
保請求権 ☆買主が瑕疵を知った時から１年 旧民５６６、５７０

請
負
関
係

① 工事請負代金、自動車修理の
請負代金 ・工事または修理の終了の時から３年 旧民１７０Ⅱ

② 自分の仕事場で他人のために
仕事を行なう者や手工業製造の
範囲内の小経営の者の仕事代金

・仕事の目的物の引渡（完成）時から２年 旧民１７３Ⅱ

③ 瑕疵担保請求権 ☆仕事の目的物の引渡（完成）時から１年
（通常の請負の場合） 旧民６３７

新
築
住
宅
の

売
買
・
請
負

瑕疵担保修補請求権

☆仕事の目的物の引渡（完成）時から１０～
２０年 （当事者の特約で、１０年未満とし
ても無効。逆に特約で１０年以上とするこ
とができ、その場合は最長が２０年）

住確９４、９５、
９７

賃
貸
借
関
係

① 不動産賃料（地代、家賃） ・弁済期から５年 旧民１６９

② 動産賃料
※営業用に長期にわたって借りる場
合は当たらない（リース料）

・弁済期から１年 旧民１７４Ⅴ

③ 賃貸借に伴う損害賠償・費用
償還請求権 ☆賃貸物返還時から１年 民６００

そ
の
他 運送代 ・弁済期から１年 旧民１７４Ⅲ
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損害賠償請求権、
労働債権など

不法行為による損害賠償請求権は、たとえ
ば交通事故の被害者の加害者に対する損害賠
償請求権のことですが、旧民法では３年間の
消滅時効、２０年間の除斥期間と考えられてき
ました（旧民法７２４条）。
しかしながら、新民法では、①権利を行使

できることを知った時（主観的起算点といい
ます）から３年間行使しないとき、または、
②権利を行使できる時（客観的起算点といい
ます）から２０年間行使しないときのいずれか
早いときに消滅するとして、２０年間も除斥期
間ではなく消滅時効であると整理され（民法
７２４条）、３年の短期消滅時効も「人の生命又
は身体を害する不法行為による損害賠償請求
権」の場合に限り５年間とされました（民法
７２４条の２）。

この「２０年間」の法的評価が除斥期間では
なく、消滅時効であるとされたことによっ
て、時効の更新があり得ることに注意が必要
となります。
債務不履行による損害賠償請求権は、先ほ

ど述べたとおり民法１６６条により、①権利を
行使できることを知った時（主観的起算点と
いいます）から５年間行使しないとき、また
は、②権利を行使できる時（客観的起算点と
いいます）から１０年間行使しないときのいず
れか早い時期に消滅しますが、この場合も、
「人の生命又は身体の侵害による損害賠償請
求権」の場合は客観的起算点からの時効期間
が２０年間とされました（民法１６７条）。
たとえば、従業員が企業の安全配慮義務違

反によって身体に障害を負った場合等の損害
賠償請求権のことになります。
従業員の給与債権や、給与不払い等に対す

るペナルティとしての付加金の時効はこれま
で２年でしたが、民法改正とともに２０２０年４

図表４ 権利行使期間一覧②
種類 項目 起算点および期間 根拠条文

消
滅
時
効
・
除
斥
期
間

☆
印
は
除
斥
期
間

労
働
関
係

① 労働者の給与 ・支払期から５年（ただし、当面の間、3年） 労基１１５

② 労働者の退職金 ・退職時から５年 労基１１５

③ 取締役・監査役の報酬 ・支払期から５年 民１６６①Ⅰ

④ 労災補償請求権 ・事故時から２年 労基１１５

⑤ 付加金請求権 ☆違反時から５年（ただし、当面の間、３年） 労基１１４

損
害
賠
償
請
求
権

① 不法行為による損害賠償請求
権

・損害と加害者を知った時から３年
ただし、「人の生命又は身体を害する不法
行為による損害賠償請求権」の場合に限り
５年
☆不法行為の時から２０年

民７２４
民７２４の
２

② 債務不履行による損害賠償請
求権

・権利を行使し得ることを知った時から5年
・権利を行使できる時から10年
ただし、「人の生命又は身体の侵害による
損害賠償請求権」の場合に限り２０年

民１６６①、
１６７

③ 製造物責任

・損害および賠償義務者を知った時から３年
ただし、「人の生命又は身体を侵害した場
合における損害賠償請求権」の場合に限り
５年
・製造物引渡しから１０年

ＰＬ５
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月１日以降に支払期日が到来する給与債権や
付加金について、その消滅時効期間が５年に
延長されました（労基法１１４条、１１５条）。
ただし、当面の間は、経済界の状況に鑑み、

消滅時効期間を５年ではなく３年とする経過
措置が取られることになりました。
そして、経過措置については、改正労基法

施行後５年経過後に、その施行の状況を勘案
しつつ検討を加え、必要があると認めるとき
は、その結果に基づいて必要な措置を講ずる
こととしています（改正労基法附則３条）。
製造物責任法に基づく損害賠償請求権につ

いても、損害および賠償義務者を知った時か
ら３年、当該製造物の引渡しから１０年の時効
期間は従前どおりですが、１０年は除斥期間で
はなく時効期間であるとされました。
ただし、不法行為の損害賠償請求権と歩調

を合わせて、３年の短期消滅時効も「人の生
命又は身体を侵害した場合における損害賠償
請求権」の場合に限り５年間とされました（Ｐ
Ｌ法５条１項、同２項）。

契約の取消権・解除権の
時効期間

●錯誤・詐欺・強迫による契約の取消権
民法は、ある取引において、錯誤があった

り、相手方に騙されたり（詐欺）、強迫され
たりして契約を締結してしまった場合、その
契約の取消権を認めています（民法９５条、９６
条）。
この取消権にも、消滅時効が定められてい

て、それぞれ、追認することができる時点（取
消の原因を知った時点）から５年、当該契約
を締結したときから２０年とされています（民
法１２６条）。
もっとも、このとき相手の詐欺行為や強迫

行為の立証責任は、契約の取消しを主張する
側にあります。
この点、事業者対消費者の取引において、

消費者側には、消費者契約法に基づく契約取
消権が認められており、前述の民法上の詐
欺・強迫による契約の取消権よりも行使しや
すくなっています。
具体的には、事業者の次の①～⑤のような

行為によって、消費者が困惑して契約を申し
込んだり承諾したりした場合には、当該契約
の取消権を消費者に与えています。
① 重要事項について事実と異なることを告
げる（「不実告知」消契法４条１項１号）

② 将来の利益等についての「断定的判断の
提供」（同項２号）

③ 消費者にとって利益となる事実は告げる
が、不利益となる事実を故意に告げない
（「不利益事実の不告知」消契法４条２項）

図表５ 契約の取消権・解除権の時効期間（☆印は除斥期間）
項目 起算点および期間 根拠条文

詐欺・強迫を理由とする契約の取消権 ・追認をすることができる時から５年
・契約時から２０年 民１２６

消費者契約法所定の事由による契約の取
消権

・追認をすることができる時から１年
・契約時から５年 消契法７

詐害行為取消権 ・取消の原因を知った時から２年
☆当該詐害行為がなされた時から１０年 民４２６

債務不履行を理由とする契約解除権 ・債務不履行時から２０年 民１６６②

商品の不適合を理由とする契約解除権 ☆商品が契約の内容に適合しないことを発
見した時から１年 民５６６
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④ 消費者の自宅や職場から消費者が退去を
要求しているにもかかわらず、事業者が立
ち去らない（消契法４条３項１号）

⑤ 事業者の営業所等から消費者が退去の意
思表示をしているにもかかわらず、帰そう
としない（同項２号）
①～⑤による契約の取消権が消費者に与え

られていることに関連して、安易に契約がキ
ャンセルされかねないという懸念があり、消
費者契約法に基づくこうした規定は、事業者
にとっていささか脅威ではあります。
この点への配慮から、民法９６条の取消権と

異なり、追認をすることができる時から１年
で時効消滅することになっているほか、当該
契約を締結した時から５年と短くなっていま
す（消契法７条）。

●詐害行為取消権
そのほかの取消権には、「詐害行為取消権」

という制度があります（民法４２４条）。
これは、たとえば債務者が債権者に対して

ある債務を抱えていて、その支払いを怠って
いるにもかかわらず、債務者にとってほとん
ど唯一の資産ともいうべきものを隠すため
や、あるいは債権者とは別の第三者の利益を
図るために、債務者がその資産を当該第三者
に対して譲渡するような行為があったとき
に、債権者はこれを詐害行為として取り消す
ことができるという特殊な制度をいいます。
この制度は、債権回収において忘れてはな

らない極めて重要な手段です。
そして、この権利行使についても期間制限

があります。具体的には、取消の原因を知っ
た時から２年、当該行為時から１０年という時
効期間が定められています（民法４２６条）。な
お、旧民法では後段は２０年とされていました
が、新民法によって短縮されました。

●債務不履行による契約解除権
契約をキャンセルできる制度には、相手に

債務不履行があった場合の契約解除権もあり

ます（民法５４１条、５４２条）。
この解除権自体の時効期間ですが、新民法

では１６６条２項によって、債務不履行があっ
たときから２０年とされました。取消権の民法
１２６条と歩調を合わせた形です。
ただし、商品売買契約において、商品に契

約内容に適合しない性質があり、そのために
契約の目的を達成することが不可能な場合に
は契約の解除が認められていますが、この解
除権は、不適合の事実を知った時から１年と
いう極めて短い期間に限定されていて（民法
５６６条）、これは除斥期間であると考えられて
います。

権利を守るための
時効の「完成猶予」と「更新」

時効期間の進行を指をくわえて眺めている
だけでは、取り返しのつかないことにもなり
かねません。時効の完成を阻止するための制
度が、従前、「時効の中断」（旧民法１４７条）
と呼ばれた制度ですが、これが新たに時効の
「完成猶予」と「更新」制度として整理され
ました。
前述のとおり、①裁判上の請求、②支払督

促、③裁判上の和解・民事調停等、④破産手
続き、⑤強制執行、⑥仮差押え、⑦催告等は
時効の完成を猶予させる事由と整理され、こ
のうち、①から⑤の場合は、確定判決または
確定判決と同一の効力を有するものによって
権利が確定したとき、あるいは⑤はその手続
きの終了をもって時効の更新事由としまし
た。「権利の承認」も時効の更新事由となり
ます（民法１５２条）。
これに対し、⑥や⑦は６か月間に限り時効

の完成が猶予されるに過ぎません。そして新
たに、書面での権利についての協議を行なう
旨の合意による時効の完成猶予制度が設けら
れました（民法１５１条）。
したがって、単なる支払請求等の「催告（債

権者が債務者に対して債務の履行を請求する
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意思の通知）」については、６か月間、時効
の完成を猶予させる効果しかなく、それが相
手方に届いてから６か月以内に進んで裁判上
の請求（訴訟のことです）を行ない、判決を
得るか、裁判上の和解が成立したとき、時効
は更新されます。
よく「内容証明郵便を使って６か月ごとに

支払請求をしていれば消滅時効にかからな
い」などと言われたりしますが、たとえ、内
容証明郵便を送付していたとしても、それだ
けでは完全に時効を更新させることはないの
です。
実務を行なう際、更新事由のなかで重要な

のは、債務者の「権利の承認」（民法１５２条）
でしょう。
たとえば、次のようなものが「権利の承認」

となります。
・債務の一部について弁済を受けた
・債権者に対する支払猶予の申込み、代金減
額交渉があった

・相殺の意思表示があった
・「賠償額が具体的に確定次第、話し合いで

円満解決したい」旨の意思表示があった
・債務を記載した決算報告書の債権者への提
出があった（最判昭５９・３・２７）
なお、「権利の承認」と認められるかどう

かは、争いになることが多く、期待どおりに
は認められない場合もあります。当然のこと
ながら、「権利の承認」は可能な限り、趣旨
の明確な書面で受け取っておくべきですし
（電子メールやファクシミリでもかまいませ
ん）、これがもらえないのであれば、民事訴
訟を提起することが一番確実かつ簡便な、時
効更新の方法です（民法１４７条１項１号）。判
決を得るか、確定判決を得たとき、時効が更
新されます。
しかも、短期の消滅時効期間のものであっ

ても、訴訟を起こして判決を得て、その判決
が確定した場合や、和解調書や調停調書等裁
判上確定した権利の更新後の時効期間は、確
定時から１０年となります（民法１６９）。
この点、公正証書（強制執行が認められて

いる）は、これには含まれないので、注意が
必要です。

これに対し、新たに設けられ
た権利についての協議を行なう
旨の書面の合意による時効の完
成猶予という制度（民法１５１条）
は、債務者は「権利の承認」を
行なうわけではありません。あ
くまで当該権利の存否も含めて
協議を行なう旨の合意です。
協議を行なう旨の合意によっ

て、時効の完成が猶予されるの
は、①合意した時から１年、②
１年未満の当事者が合意によっ
て定めた協議をする期間、③一
方当事者が相手方に対して協議
を拒絶する通知をした時から６
か月を経過したときの、最も早
い時までです。
ただし、再度、協議を行なう

旨の合意をすることで時効の完

図表６ 時効の完成猶予事由と更新
項目 根拠条文 備考

① 裁判上の請求
（いわゆる訴訟提起） 民１４７①Ⅰ

確定判決または確定判決と
同一の効力を有するものに
よって権利が確定したとき
は時効が更新される

② 支払督促 民１４７①Ⅱ
③ 和解・調停の申立て 民１４７①Ⅲ
④ 破産手続きにおける
債権届出 民１４７①Ⅳ

⑤ 会社更生手続きにお
ける債権届出 民１４７①Ⅳ

⑥ 民事再生手続きにお
ける債権届出 民１４７①Ⅳ

⑦ 強制執行の申立て 民１４８①Ⅰ 手続き終了をもって時効更
新

⑧ 仮差押えの申立て 民１４９Ⅰ 時効完成猶予は6か月
⑨ 催告 民１５０ 時効完成猶予は６か月
⑩ 権利について書面に
よる協議を行なう旨の
合意

民１５１ 1年もしくは1年以内の合
意により定めた期間内

⑪ 権利の承認 民１５２
権利の承認があった時から
時効が従前の時効期間で更
新される
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成を猶予することができます。
しかしその場合、完成猶予の期間は通算で

５年を超えることはできません。

●保証債務の附従性
たとえば、次のようなケースを考えてみま

しょう。
Ａに５００万円を貸して、Ｂにその返還債務

の保証人になってもらった場合、債権者は、
Ａに対する貸金返還請求権とＢに対する保証
債権を有していることになります。
この場合、Ａに対する時効の完成猶予およ

び更新（訴訟、仮差押え等）はＢにも効力を
及ぼしますが（民法４５７条１項）、Ｂに対する
時効の完成猶予および更新はＡに対する時効
の完成猶予および更新とはならないので注意
が必要です。
Ｂに対する保証債権は存続しているのに、

Ａの貸金債権が時効で消滅した場合は、Ｂの
保証債務はあくまでＡの債務を保証するため
のものに過ぎないので、この場合、Ｂは「主
たる債務者であるＡの貸金債務が時効で消滅
したので、保証債務も消滅した」と主張する
ことができます。
結局、債権者は、Ｂに対する保証債権も主

張できなくなってしまうのです。これを「保
証債務の附従性」といいます。
さらには、ＡがＢに対して１００万円の債権

をもっていて、ＢがＣに対して１００万円の債
権があるような状態で、Ｂがいつまで経過し
てもＣに対する債権の回収を図るために権利
を行使しようとしない場合があります。その
うち、ＢのＣに対する債権も時効で消滅して
しまうかもしれません。
こんなとき、ＡはＢに対する債権の保全を

図るためにＢに代位して、ＢのＣに対する債
権を行使できるという制度があります。
これを、「債権者代位権」といいます（民

法４２３条）。
この場合、たとえば、Ａが債権者代位権を

主張して、Ｃに対して、Ｂに１００万円を支払

うよう訴訟を提起したとすると、ＢのＣに対
する債権の消滅時効は完成猶予させることに
なります。
ただし、この場合、あくまで時効が完成猶

予されるのは、ＢのＣに対する債権の消滅時
効であって、ＡのＢに対する債権ではありま
せん。したがって、ＡのＢに対する債権の消
滅時効を完成猶予させ、更新させるために
は、やはり別途Ｂに対する訴訟の提起等が必
要となります。

時効成立後の
対処策

「相手を気遣ったり、つい忘れたりして請
求を先延ばしにしているうちに、いつの間に
か時効が成立して手の打ちようがなくなっ
た」などという場合でも、まだ可能性はあり
ます。具体的には、次に掲げるような制度の
利用が考えられますので、諦めずに対処策を
検討することです。

●時効の利益の放棄、時効援用権の制限
債務者が時効の利益を放棄した場合や、仮

に時効完成を知らなくとも時効完成後に債務
を承認した場合、時効の援用は信義則（民法
１条）に反して許されないとされる場合があ
ります（最判昭４１・４・２０等）。
そのため、担当者としては、たとえ時効が

完成していたとしても、諦めることなく何と
か「権利の承認」（民法１５２条）をもらえるよ
うに工夫すべきでしょう。

●相殺
互いに債権・債務を保有している場合、互

いの債権・債務の履行期限が到来していれば
（あるいは、自分の債務がまだ履行期限が到
来していなくとも、期限の利益を放棄して）、
相殺することができます。
また、仮に自分の債権が時効によって消滅

していたとしても、時効消滅する前に相殺が
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可能な状態（自分の債権の履行期限が到来し
ていると同時に、その相手に対して別の債務
を負っている状態）にあったのであれば、時
効消滅したはずの債権をもって、相手に相殺
を主張することが法律上認められています
（民法５０８条）。
つまり、すでに時効消滅したはずの債権で

あっても、相殺というテクニックを用いるこ
とによって、事実上回収することができるわ
けです。

出訴期間の
制限

会社関係に関する訴訟、国税の更正決定や
滞納処分等についての管轄税務署長や国税局

長（場合によっては国税不服審判所）への不
服申立て、不当労働行為についての労働委員
会への不服申立て等については、「出訴期間
（訴え出ることのできる期間）」に制限があり
ますので注意が必要です。
「権利行使期間一覧③」では、その出訴期
間等についても列挙しています。

◇ ◇
以上、今般の時効制度の改正により、

① 短期消滅時効制度の廃止
② 除斥期間とされていたものを消滅時効へ
③ 時効中断制度を時効の完成猶予と更新制
度に整理

の３点にわたって、消滅時効制度が大きく変
容したことがわかります。
それと同時に、２０２０年４月より前の取引に

図表７ 権利行使期間一覧③
種類 項目 起算点および期間 根拠条文

消
滅
時
効
・
除
斥
期
間

☆
印
は
除
斥
期
間

そ
の
他

① 営業譲受人の責任
（商号続用、債務引受けの広
告があった場合）

☆営業譲渡または債務引受けの広告が
あった日後２年 商１７、１８

② 取締役の第三者責任 ・損害と加害者を知った時から５年
・権利を行使し得る時から１０年 民１６６①

③ 国税徴収権 ・法定納期限から５年 国通７２①

④ 国税過誤納分についての還
付金請求権 ・請求できる日から５年 国通７４①

出
訴
期
間
等

☆
印
は
除
斥
期
間

① 会社設立無効訴訟 ・本店所在地で設立登記がされた日か
ら２年 会８２８①Ⅰ

② 合併無効訴訟 ・合併日から６か月（非公開会社は１
年以内） 会８２８①Ⅶ、Ⅷ

③ 新株発行無効訴訟 ・発行日から６か月 会８２８①Ⅱ

④ 株主総会決議取消訴訟 ・株主総会決議の日から３か月 会８３１①

⑤ 役員解任請求訴訟 ・解任否決の株主総会から３０日 会８５４①

⑥ 国税更正決定や滞納処分等に対す
る不服申立て

・処分があったことを知った日の翌日
から原則として３か月

☆処分があったことを知らなくとも、
処分の日の翌日から１年

国通７７①

国通７７③

⑦ 不当労働行為についての労働委員
会への不服申立て ☆不当行為があったときから１年 労組２７②
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ついては旧民法の短期消滅時効制度が適用さ
れますので、注意が必要となります（民法附
則（平成２９年６月２日法律４４号）１０条１項、
４項）。

ほかにも、各分野ごとに細かい権利行使期
間の制限がありますので、適宜、それらの規
定等に留意しつつ、対処することが求められ
ます。

最後に、時効と権利行使に関して、実務の
現場で悩みそうな問題をいくつかピックアッ
プし、Ｑ＆Ａにまとめました。
時効に関する実践例として、参考にしてく

ださい。

債権回収に関するＱ＆Ａ

Ｑ１ 「必ず支払う」という口約束や電子メ
ールなど、正式な書面とはいえない意思表
示でも、時効の更新は成立するか。

常連客のところに飲食代金の取立てに行っ
たところ、「いまは持ち合わせがないが、来
月中には必ず支払う」と言われました。
相手が支払いの意思を明らかにした場合に

は、その債務の時効の進行が更新されると聞
いたことがありますが、単なる口約束でもよ
いのでしょうか。
また、電子メールやファクシミリによる回

答であっても、このような効果は認められる
のでしょうか。

Ａ１ 先方は支払うことを明言したわけです
から、債務の存在を認めたといえ、法定の時
効更新事由である「権利の承認」に該当しま
すが、やはり書面をもらっておくべきです。
後日、承認があったと言い得るには、いつ

の時点で承認したのかという明確な日付が必
要であり、紛争等になったときには証拠とし
て採用できます。
「権利の承認」に関する書式には、特に正

式な様式があるわけではありません。
紙媒体で「一筆もらう」という場合は、日

付とともに、作成者が債務者本人であること
が明確になるように、自筆で氏名を書かせ
て、印鑑（できれば実印）を押してもらうべ
きでしょう。
なお、書面の作成日付については、公証人

役場に行って「確定日付印」を押捺してもら
うことができれば万全です。
また、「権利の承認」は、電子メールとい

った電子媒体やファクシミリでもかまいませ
ん。こちらの方法の場合、送受信履歴が残る
ため、相手が承認した日付の立証に好都合と
いう側面もあります。

Ｑ２ わずかな金額でも回収できれば時効は
更新すると聞いたが、本当か。

顧客が商品の代金を支払わないまま支払期
限が過ぎ、１年が経過してしまいました。代
金債権の総額は１２０万円です。
支払期限までの間もその後も、繰り返し顧

客に支払いを依頼していたところ、最近にな
ってその顧客から１，０００円だけ振込みがあり
ました。
入金額が代金総額のほんの一部分であって

も、債権の時効は更新されるのでしょうか。

Ａ２ 通常、少額であれ、債務者が債務を負
っていない相手に入金することはあり得ませ
んから、たとえ１，０００円であっても入金をす

時効と権利行使に
関するQ&A
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れば、その人は相手に対して自己の債務の存
在を認めたことになります。
質問のケースは、顧客が１２０万円の代金の

一部として振り込んだということですから、
代金債務全体について承認があり、時効も更
新されたということになります（民法１５２
条）。

Ｑ３ 債務者が行方不明になったときには、
債権の時効は進行するのか。

たとえば、債務者が行方不明になってしま
い、連絡ができないような状態になっても、
その債務者に対する債権の時効は進行するの
でしょうか。

Ａ３ 債務者が行方不明の場合でも、時効は
進行します。債権者としては、自己の債権を
保全するために、時効の完成猶予もしくは更
新の手立てを講じる必要があります。
具体的には、「訴訟の提起」「差押え」「仮

差押え」のうち、いずれかの手続きを行なう
ことになります。
民事訴訟手続きには、債務者が行方不明の

場合のために、公示送達などの方法が用意さ
れています。
公示送達とは、裁判所書記官が送達書類を

保管しておき、それを受けるべき者が出てく
ればいつでもその者に当該の書類を交付する
旨を裁判所に掲示することによって行なう送
達方法です。
つまり、たとえ受け取る者が現われなくて

も、交付の機会を与えることで送達したこと
が認められる制度です。
債権者は、このような裁判手続きをとるこ

とで、債務者が行方不明であっても時効の完
成を猶予させることができます。ただし、仮
差押えの場合は、６か月間の時効の完成を猶
予させる効果しかなく、別途、訴訟の提起が
必要となります。

なお、判決で確定判決が出されれば、債権
の時効期間はその時点から１０年に延長されま
す（民法１６９条）。

その他の時効に関するＱ＆Ａ

Ｑ４ 残業代の未払いが発生した場合につい
ては、３年間、さかのぼって支払う必要が
あるのか。

給与債権の消滅時効期間が２年から、当分
の間３年となり、近い将来は５年となるとの
ことですが、残業代の未払いが発生した場
合、いまから３年間さかのぼることになるの
でしょうか。

Ａ４ あくまで施行日（２０２０年４月１日）以
降に支払い日が到来する給与から、時効期間
が３年となります。
したがって、これまでの残業代等に未払い

があったからといって、３年分さかのぼるわ
けではありません。実際には、２年分という
ことになります。
しかしながら、２０２０年の４月１日以降に支

払い日が到来した給与債権は、３年の時効期
間となりますので注意が必要です。

Ｑ５ このほど、長年にわたって社員に通勤
手当を支払い過ぎていたことが判明した。
社員への過払い分は、どの時点まで返還請
求できるのか。

社内で交通費計算システムを導入したとこ
ろ、社員のなかに、６年ほど前から合理的と
は認められない通勤経路を申告して、多めに
通勤手当を受け取っていた者のいることがわ
かりました。
この社員に過払い分を返還させたいのです

が、時効との関係では、何年前の分までさか
のぼって返還請求できるでしょうか。
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Ａ５ 本来支給しなくてもよいはずだった通
勤手当を社員から返還させるような場合は、
不当利得返還請求によって行なうことになり
ます（民法７０３条、７０４条）。
不当利得返還請求権の時効は、新民法で

は、一般債権と同じく民法１６６条１項により、
権利を行使することができることを知った時
から５年、権利を行使することができる時か
ら１０年ということになります。
ただし、本問の場合は、２０２０年４月１日よ

り前に発生した不当利得ですから、旧民法１６
７条１項に基づいて時効期間は１０年というこ
とになるでしょう。
いずれにしても、過去６年分の過払い分の

返還請求権はいずれもまだ時効が完成してお
らず、会社は全額について、その社員に返還
請求することができます。

Ｑ６ 当社に対して損害賠償請求権をもつ相
手と連絡がとれなくなった。その損害賠償
請求権は、いつまで存在するのか。

４年ほど前、自転車で客先を回っていた社
員が、誤ってある民家の門柱を破損してしま
いました。
弁償についての話合いをするにあたって、

先方から日時を連絡するとのことでしたが、
連絡がないまま転居したらしく、その後、何
も言ってきません。時効はもう成立している
のでしょうか。

Ａ６ 先方は過失によって損害を受けたわけ
ですから、不法行為に基づく損害賠償請求権
を有することになります。
そして、この請求権は被害者が損害および

加害者を知った時から３年で時効消滅すると
いう点は、新民法も旧民法も同じです（民法
７２４条新旧同様）。本件は、旧民法が適用され
ることになります。
「加害者を知った時」とは、加害者の氏名・

住所など、賠償請求が可能な程度に相手方を
知った時点とされています。
質問のケースでは、貴社の社員が先方に連

絡先や勤務先などを明らかにしたのに、先方
が連絡してこなかったということでしたら、
その後３年の経過により、損害賠償請求権は
消滅したといえます。

Ｑ７ 時効になれば、連帯保証人の支払義務
もなくなるのか。

随分前のことですが、自営業者の友人Ｘが
Ｙ社から資金を借り入れる際、Ｘに懇願され
て私が連帯保証人になりました。
ところが、その後Ｘは一家で夜逃げをして

しまい、連帯保証人の私がＹ社から支払いの
請求を受けるようになりました。
そこで、以降は私がＸに代わって返済を続

けてきたのですが、Ｘの行方がわからなくな
ってからすでに５年以上が経過し、Ｘの貸金
債務については時効消滅したのではないかと
思います。
このような場合であっても、連帯保証人で

ある私は支払いを続けなければならないので
しょうか。

Ａ７ これも２０２０年４月１日より前の出来事
ですから、主たる債務者であるＸの貸金債務
は商事債権として、旧商法５２２条により、５
年の期間の経過により時効消滅していると考
えられます。したがって、主たる債務の消滅
時効は完成しており、連帯保証人であるあな
たはこれを援用して以後の支払いを免れるこ
とができます。
連帯保証の場合も含め保証債務は主たる債

務を前提としているため、主たる債務が消滅
すれば、その効果は保証債務にも及ぶとされ
るからです。
これを「保証債務の附従性」と言います。

１１㌻の解説も参照してください。
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